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第 1 章 総 則 

（ 適 用）  

第 1 条 本仕様書は、 南九州農業振興地域整備計画策定業務委託（ 以下、「 本業務」 と いう ） の実施

に適用する。  

 

（ 業務の目的）  

第 2 条 本業務は、 南九州市（ 以下「 発注者」 と いう ） の整備計画の変更のため、 前回の農用地区域 

の地番を総合的かつ合理的に把握し 、 現地での確認調査を含め基礎と なる資料を作成し て、 より  

本市の農業振興に相応し い「 南九州農業振興地域整備計画書」 の策定に資するも のである。  

本業務では、発注者にて稼働中である『 農振農用地情報管理システム（ 以下、「 農振システム」

と いう ）』 を 活用し て当該整備計画の策定を行う こ と と し 、 受注者は発注者の農振システムと 同

等の環境を構築でき るよう にする。  

農振システムを活用し ながら「 データ の構築、 主題図作成、 関連書類作成」 を行い、 精度の高

い情報を定めら れた期間内に完了さ せるこ と を目指す。  

 

（ 準拠法令等）  

第 3 条 本業務の実施にあたっ ては、本仕様書によるほか、下記の関係法令等に準拠し て行う も のと

する。  

 （ １ ） 農業振興地域の整備に関する法律（ 昭和 44 年法律第 58 号）  

 （ ２ ） 農地法（ 昭和 27 年法律第 229 号）  

 （ ３ ） 農業経営基盤強化促進法（ 昭和 55 年法律第 65 号）  

 （ ４ ） 土地改良法（ 昭和 24 年法律第 195 号）  

 （ ５ ） 著作権法（ 昭和 45 年法律第 48 号）  

 （ ６ ） 農業振興地域制度に関するガイ ド ラ イ ン（ 農林水産省構造改善局地域計画課）  

 （ ７ ） 農業振興地域制度に関する様式集（ 農林水産省構造改善局地域計画課）  

（ ８ ） I SMS（ 情報セキュ リ ティ マネジメ ント システム） 認証基準（ JI S Q 27001）  

 （ ９ ） 個人情報の保護に関する法律及び南九州市個人情報の保護に関する法律施行条例 

 （ 10） 南九州市契約規則 

 （ 11） その他関係法令等 

 

（ 疑義の解決）  

第 4 条 本仕様書又は準拠法令等に記載のない事項、 若し く は疑義が生じ た場合は発注者と 受注者

が協議の上、 発注者の指示に従い業務を遂行するも のと する。 受注者は、 発注者の計画する整備

計画の策定業務について十分に理解し 、細部についても 独自の判断で業務を進めるこ と のないよ

う 密接に協議を行う も のと する。  
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（ 管理技術者）  

第 5 条 受注者は業務における管理技術者を定め、発注者に通知するも のと する。管理技術者または

主任技術者については業務の履行に当たり 、以下の資格保有者であり 、本特記仕様書に定める業

務実績（ 県内において 3 ヶ 年以内の農業振興地域整備計画策定業務） を有する者を配置するこ

と 。  

（ １ ） 測量士（ 認定団体： 公益社団法人日本測量協会）  

 （ ２ ） 地理空間情報専門技術認定GI S１ 級（ 認定団体： 公益社団法人日本測量協会）  

 （ ３ ） 農業農村地理情報システム技士（ 認定団体： 公益社団法人土地改良測量設計技術協会）  

 （ ４ ） DX推進アド バイ ザー（ 認定団体： 一般財団法人全日本情報学習振興協会）  

 （ ５ ） 二等無人航空機操縦士（ 認定団体： 国土交通省）  

 

（ 実施計画）  

第 6 条 受注者は契約締結後、速やかに次条に示す資料を発注者に提出し 、発注者の承諾を得なけれ

ばなら ない。 また、 こ れを変更し よう と する場合も 同様と する。  

 （ １ ） 管理技術者届 

（ ２ ） 業務実施計画書 

 （ ３ ） 工程表 

 （ ４ ） 業務着手届 

 （ ５ ） 管理技術者業務実績証明書 

※第５ 条に記載の業務実績における「 契約書・ 仕様書」 の写し  

 

（ 提出書類）  

第 7 条 受注者は、 次に掲げる書類を指定さ れた期日までに発注者に提出するも のと する。  

 （ １ ） 契約書 

（ ２ ） 管理技術者の資格証明書写し （ 第 5 条に明記し たも の）  

（ ３ ） 個人情報保護に関する管理体制書（ I SMSマネジメ ント システム認定登録証）  

 （ ４ ） 管理技術者届、 業務実施計画書、 工程表、 業務着手届 

 

（ 処理と 報告）  

第 8 条 受注者は、 発注者の指揮監督のも と に委託業務の処理を行う も のと する。  

また、受注者は発注者と 協議の上、作業実施計画書を作成し 、担当者と 打合せを行う も のと する。  

 

（ 資料の収集）  

第 9 条 本業務を実施するために必要な資料を収集し 、整理するも のと する。資料収集方法について

は、 個人情報を含む資料があるため、 情報の漏洩を防止するために、 次の手法にて実施するも の

と する。  

 （ １ ） 土地課税台帳データ 、 農地基本台帳データ 等については、 セキュ リ ティ が保障さ れる手段に

て収集するこ と を条件と する。  
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（ ２ ） 借用物の保管については、 資料の機密性を考慮し 入退室を管理さ れた「 耐火金庫」 若し く は

同等以上のセキュ リ ティ 機能を有する設備内にて保管するこ と と する。  

また、 保管設備について、 受注者は写真にて発注者に提示し 、 発注者より 事前に許可さ れた

施設でなければなら ない。  

 

（ 機密保持）  

第 10 条 本業務を遂行するにあたり 情報保護の観点から 、 JI S Q 27001（ I SMS） は、 情報セキュ リ テ

ィ マネジメ ント を構築し ているこ と を基本条件と する。 ただし 受注者が未取得の場合においては、

業務委託締結後に情報セキュ リ ティ マネジメ ント システムを 構築し ても 差し 支えないこ と と する

が、 取得に伴う 費用は受注者にて負担するこ と と する。  

受注者は作業着手前に I SMS マネジメ ント システム認定登録証・ 登録証付属書、 個人情報の適

正な取り 扱いについて明記し た「 個人情報保護に関する管理体制書」 を作成し 、 発注者に提出し

了解を得て、 下記の事項に十分な配慮を行い作業に着手するも のと する。  

また、 受注者は、 本業務に関連し て秘密漏洩等の問題が生じ た場合は、 一切の責任を負う と と

も に以後の処理については発注者の指示に従う も のと する。  

 （ １ ） 受注者は、 委託業務の処理にあたり 直接間接に知り 得た発注者の業務の内容を第三者に漏洩

し てはなら ない。  

 （ ２ ） 受注者は委託業務の処理に用いた原票、 資料、 貸与品等を発注者の承認なし に第三者のため

に複写、 複製、 閲覧、 貸し 出し てはなら ない。  

（ ３ ） 受注者は委託業務に係るデータ の処理段階において、滅失又は損壊するこ と がないよう 万全

の注意を払う よう に努めなければなら ない。  

 （ ４ ） 受注者はデータ 構築作業行う 際は、 外部へのデータ 漏洩を防止するため、 オフ ラ イ ン環境で

の作業体制を構築する。  

 

（ 目的外使用禁止）  

第 11 条 受注者は発注者が書面をも っ て指示し たと き 以外は、 委託業務に係るデータ 及び資料を他

の用途に使用し てはなら ない。  

 

（ 第三者委託の禁止）  

第 12 条 受注者は、 製本印刷なら びに冊子印刷についてのみ第三者に再委託するこ と ができ る。 そ

の場合は、 再委託先ごと の業務内容、 再委託先の概要及びその体制と 責任者を明記の上、 事前に

書面にて報告し 、 発注者の承諾を得なければなら ない。  

 

（ 土地への立ち入り ）  

第 13 条 受注者は、屋外で行う 調査業務を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る場合は、

事前に発注者及び関係者と 十分な協議を行い、調査業務が円滑に進捗するよう に努めなければな

ら ない。  

なお、 現地作業を実施する場合は、 発注者の発行する身分証明書を必ず携行し 、 地権者の請求
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があっ た場合には提示し なければなら ない。  

 

（ 安全管理）  

第 14 条 本業務において受注者は、 事故防止のため各作業員に関係法規を常に遵守さ せ、 安全管理

の徹底を図ら なければなら ない。  

また、 作業中に事故が発生し た場合には速やかに事故内容を発注者へ報告すると と も に、 処理

対策にあたら なければなら ない。  

 

（ 損害の賠償）  

第 15 条 本業務の遂行中に受注者が発注者並びに第三者に損害を与えた場合は、 直ちに発注者にそ

の状況及び内容を連絡し 、 発注者の指示に従う も のと する。  

なお、 損害賠償の責任は受注者が負う も のと する。  

 

（ 成果品の検査）  

第 16 条 受注者は、 委託業務が完了し たと き は遅滞なく 成果品を発注者に納入し 、 その検査を受け

なければなら ない。受注者は前項検査の結果合格と なっ たと きは、遅滞なく 当該成果品を発注者

に引き渡すも のと する。  

 

（ 再検査）  

第 17 条 受注者は、 前条の規定による検査の結果不合格のも のがあっ たと き は、 発注者の指定する

期限内に発注者の指示に基づき 成果品を修正のう え、発注者に提出し 再検査を受けなければなら

ない。  

 

（ 完 了）  

第 18 条 本業務は、 完了届、 成果品納品書と と も に成果品を提出し 、 完了検査を受け、 検査合格に

より 完了と する。  

また、 業務完了後と いえども 成果品に誤り が発見さ れた場合は、 発注者の指示に従い速やかに

訂正、 補足等を受注者の負担において処理し なければなら ない。  

 

（ 資料等の返却）  

第 19 条 受注者は、 委託業務の完了後、 委託業務の処理に用いた資料を発注者の指示に従い、 速や

かに発注者に返却し なければなら ない。  

 

（ 成果品の所有権）  

第 20 条 本業務における成果品の所有権は、 発注者に属するも のと する。  

ただし 、 業務遂行の過程で生じ た発明その他の知的財産又はノ ウハウ等（ 以下あわせて「 発明

等」 と いう 。） に係る特許権その他の知的財産権（ 特許その他の知的財産権を受ける権利を含む。

但し 、 著作権は除く 。 ） 、 ノ ウハウ等に関する権利は、 当該発明等を行っ た者が属する当事者に
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帰属するも のと する。  

 

（ 工 期）  

第 21 条 本業務の工期は、 契約締結の日から 令和 9 年 3 月 31 日までと する。 ただし 、 別途定めがあ

る業務についてはそれを遵守するこ と 。  

 

第２ 章 業務の概要 

（ 要 旨）  

第 22 条 本市の整備計画の策定に先立ち、 地籍情報及び農政関連の属性情報等（ 以下「 農地基盤デ

ータ 」 と いう 。） を整備する。 また、 現地調査による農用地利用の現状分析、 基礎資料及び基礎

資料附図の作成を行う と と も に、必要な統計資料なら びに集計表等の作成を行い、整備計画書及

び計画附図の作成、県担当部局と の協議に必要な各種統計資料なら び集計表等の作成を行う も の

である。  

なお本業務においては、正確かつ迅速な業務対応と 今後の適切な情報管理を目的に稼働中の農

振システムを活用し 、 定めら れた期間内に完了さ せるこ と と する。 受注者は整備し た農地基盤デ

ータ 、 除外・ 編入・ 用途区分等の農用地利用計画の情報等を各作業終了時点で農振システムにセ

ッ ト アッ プさ せ、 常時発注者と 同等の環境で業務を遂行できるよう 留意するこ と 。  

 

（ 業務概要）  

第 23 条 本業務における業務の概要は以下のと おり と する。  

（ １ ） 計画準備 

（ ２ ） 資料収集・ 整理 

（ ３ ） 打合せ協議 

（ ４ ） 農地基盤データ 整備 

（ ５ ） 農用地現況調査（ UAV調査）  

（ ６ ） 基礎資料附図作成 

（ ７ ） 基礎資料原案作成 

（ ８ ） 農振農用地管理システムデータ セッ ト アッ プ ※（ ４ ） ～（ ７ ） までの整備データ が対象 

（ ９ ） 農用地現況調査（ 現地踏査）  

（ 10） 窓口縦覧用資料作成 

（ 11） 県担当部局と の協議用資料作成 

（ 12） 整備計画書の作成 

（ 13） 土地利用計画図及び計画附図の作成 

（ 14） システムへの最新データ の反映 
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（ 貸与資料）  

第 24 条 本業務に遂行にあたり 、 以下の資料を貸与する。  

 （ １ ） 現況地番図データ 一式 

    形式： SHP形式 

 （ ２ ） 固定資産データ 一式（ 大字、 小字、 地番、 面積（ 登記・ 現況）、 地目（ 登記・ 現況））  

    形式： CSV形式 

 （ ３ ） 航空写真（ オルソ 画像） データ 一式 

    形式： TI F/TFW形式 

 （ ４ ） 農地情報一式（ 農振農用地土地管理情報）  

    形式： XLSX形式 

 （ ５ ） 土地利用計画図 

    形式： 紙図面（ 前回の印刷物）  

 （ ６ ） 整備計画書・ 整備計画書基礎資料 

    形式： 紙媒体（ 冊子）  

 （ ７ ） 計画附図・ 基礎資料附図 

    形式： 紙図面（ 前回の印刷物）  

 （ ８ ） 農林業センサス、 自治体統計情報 

 （ ９ ） 前回見直し 以降の除外申請書等、 その他必要と 認めら れる資料 

    形式： 書類、 Mi cr osof t  excel ・ wor d フ ァ イ ル 

 

第３ 章 業務詳細 

（ 業務内容）  

第 25 条 本業務における業務の詳細仕様は、 以下のと おり と する。  

（ １ ）  計画準備 

    業務の遂行に当り 、 技術者の配置、 業務の工程、 連絡体制等の業務計画を作成するこ と 。 

（ ２ ）  資料収集・ 整理 

本業務の遂行に必要な貸与資料類を収集し 、 資料の妥当性、 充足状況の整理を行う こ と 。 

（ ３ ）  打合せ協議 

業務工程計画や本業務の期間中に発生する疑義の確認等の協議を行う こ と 。  

また、 受注者は打ち合わせ協議後にその都度「 協議記録簿」 を作成し 、 原則と し て５ 日以内

に提出するも のと する。  

 （ ４ ） 農地基盤データ （ 農振情報） の整備 

4-1） 現況地番図データ の構築 

発注者より 貸与する現況地番図データ を変換し 作成する。使用する地番図データ は本業務

の性質を 考慮し 、 最新の情報に更新し 利用するこ と と する。 また、 固定資産台帳から 大字、

小字、 地番、 地目（ 登記）、 面積（ 登記）、 異動事由を抽出・ 編集し 、 農用地一筆台帳の基礎
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データ を作成する。 なお、 前回の整備計画から 本業務が実施さ れるまでの期間で許可さ れた

個別転用（ 除外・ 編入・ 用途変更） の情報も 反映さ せるこ と 。  

4-2） 航空写真の編集（ データ 変換）  

     貸与する航空写真（ オルソ 画像） を地番図と 合成する。  

4-3） 農振農用地地番（ 田・ 畑・ 樹園地・ 採草放牧地・ 農業用施設用地・ 山林原野） の編集 

     発注者にて精査し た農振情報を基に前回の整備計画時点及び策定以降に、編入・ 除外さ れ

た農用地地番を属性情報「 大字・ 地番・ 用途区分・ 団地情報」 と し て整備する。 基本情報は

現況地番図に付与さ れている情報を正と し て整備するこ と 。  

4-4） データ マッ チング（ 地番図データ と 農用地地番データ のマッ チング）  

最新の地番図データ と 、 編集し た農用地地番データ をマッ チング（ 照合） する。  

4-5） 不一致地番の抽出、 不一致地番リ スト 作成  

     照合（ データ マッ チング） の結果「 不突合」 と なっ た地番を、 不一致地番リ スト と し て

作成する。 また、 地番図にあっ て農用地地番にない筆についてはシステムにて容易に識別

及び着色表示が出来るよう 設定さ れているこ と 。 不一致結果の取り まと めに関し ては、 下

記のも のを作成するこ と と する。  

①農用地地番データ にあっ て、 地番図データ にない地番のリ スト  

     不一致リ スト に必要な情報と し て、 成果ごと に以下の条件を記述し ておく こ と と する。  

「 不一致 No」「 大字名」「 小字名」「 地番」「 登記地目」「 登記面積」「 機械面積」  

※なお、 不一致を抽出する範囲は、 農振農用地を対象と する。  

  4-6） 不一致地番の解消 

     4-5） の成果にて抽出さ れた地番について、 発注者にて理由、 現状について調査を行う 。

調査結果については、 必要な資料の貸与、 説明を実施し 受注者にて修正を行う 。  

  4-7） 現地調査対象選定地図の編集 

     現況地番図と 本市で所有する耕作放棄地データ と の照合を行い、 山林原野化し た地域、

遊休農地を把握でき るよう 整備する。  

 （ ５ ） 農用地現況調査 

5-1） UAV撮影による筆調査 

農用地利用計画を 図る ために、 本市の所有し ている農振農用地内における 必要部分「 約

4, 500 筆」 において、 利用状況（ 荒廃状況等） について UAVによる空撮を受注者にて行う こ

と 。  

「 ①使用機体の推奨性能」  

・ カ メ ラ 性能 2, 000 万画素 以上 

・ 最大風圧抵抗 10m/s 

・ 対応静止画形式 JPEG、 DNG、 JPEG+DNG 

・ 1 フ ラ イ ト 可能時間 約 20 分 以上 

・ RTK搭載機 

※RTK測位精度： RTK f i x： 水平： 1 cm + 1 ppm、 垂直： 1. 5 cm + 1 ppm 

「 ②撮影に関する要件事項」  
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・ UAV 操縦者は、 国土交通省認定の二等無人航空機操縦士資格を有する者が対応するこ と 。 

・ UAV操縦者は、 飛行禁止区域エリ アに該当する箇所が調査対象地にないかを事前に確認す

るこ と 。 なお必要に応じ て、 管制機関へ飛行許可申請を行う こ と 。  

・ 撮影高度 100m程度 

 ※高度は原則であり 、 現地での安全が確保できないと 判断し た際は変更可能と する。  

「 ③俯瞰撮影における撮影仕様」  

 ・ 真上から の撮影ではなく 、 周辺状況の傾斜が視覚的に確認でき るよう 斜めから のカ ッ ト に

て撮影を行う こ と 。  

  ※撮影成果については、 成果見本１ ・ ２ を参照 

 ・ 対象圃場（ 農地筆） については、 撮影成果に朱線にて筆界線を入力するこ と 。  

【 成果見本１ 】              【 成果見本２ 】  

  

「 ④撮影で取得するデータ の活用事項」  

・ ド ローンマッ ピング向けの写真測量ソ フ ト ウェ ア（ SFMソ フ ト ウェ ア） を保有し て 

いるこ と 。  

5-2） 農振システムへの UAV現地調査結果の登録 

UAV撮影による現地調査の結果を下記のよう に取り まと め、 報告書を作成するこ と と す

る。 下記⑺の成果については「 ⑤農用地の現況精査について」 の通り 、 撮影成果より 判定

する。  

⑴ 農振地区名    ⑵ 大字名     ⑶ 小字名     ⑷ 地番 

⑸ 登記地目     ⑹ 登記面積    ⑺ 農用地の現況  ⑻ 空撮写真 

「 ⑤農用地の現況精査について」  

⑴畑： 畑と し て耕作さ れている農地 

⑵田： 田と し て耕作さ れている農地 

⑶休耕（ 畑・ 田）： 畑・ 田と し て耕作さ れていない土地  

⑷農業用施設用地： 農業用施設（ 畜舎、 たい肥舎、 集出荷施設、 農機具収納施設等） の

用に供さ れる土地 

※本調査結果については、 農振システム上にて着色し て表示でき るよう にするこ と 。  

※１ 筆内に一部耕作、 一部休耕（ 未作地） が混在し ている際は、 耕作（ 畑も し く は田）

と し て取得する。  
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※上記に分類さ れないよう な事案については発注者と 協議の上決定する。  

 （ ６ ） 基礎資料附図作成 

  6-1） 基礎資料附図原稿作成 

前回整備計画時点の基礎資料附図を基にし て、 前回の見直し より 数年が経過し たこ と によ

る、追加が必要な事業等の整理を行う 。受注者は、発注者にて調達さ れた関連事業図面及び、

前回整備計画時点の基礎資料附図を基にし て、 基礎資料附図の入力原稿図を作成する。  

  6-2） 基礎資料附図入力 

受注者は、作成し た基礎資料附図の入力原稿を基にし て汎用的なソ フ ト ウエアを用いて入

力するこ と 。 なお、 基礎資料附図の校正については発注者にて行う が、 受注者は発注者の指

定する必要部数を出力し て提出するこ と 。  

 （ ７ ） 基礎資料原案作成 

  7-1） 前回見直し 以降の変更箇所精査 

前回の計画時点の基礎資料を基にし 、 受注者の作業により 、 前回の見直し より 数年が経過

し たこ と による変更が必要な文章面、 統計値等を抽出整理し 、 変更対象箇所の文章及び統計

値（ 計画値、 推測値等） の下書き を行う 。 発注者は、 統計値、 将来の推測値等の情報提供を

行う 。  

  7-2） 基礎資料原案の作成 

受注者は前回計画時点の基礎資料を基にし て、 Mi cr osof t  Wor d 形式にてパンチ入力を行

う 。 入力は発注者にて変更さ れた上記 6-1) 内容も 含むも のと する。 基礎資料の校正は、 発注

者にて必要回数行う が、 受注者はその都度 A4 サイ ズにて印刷を行い提出するこ と 。  

（ ８ ） 農振農用地管理システムへの反映 

 8-1） 農振システムのセッ ト アッ プ 

ア． システムデータ セッ ト アッ プ 

受注者は、（ ５ ） までの作業結果を反映さ せた整備データ を発注者先の農振システムへセ

ッ ト アッ プするこ と 。  

イ ． 作業期間中におけるシステムサポート  

業務期間内においては、 随時更新さ れた情報を迅速に連携可能な体制を講じ ているこ

と 。 なお、 システムサポート の一部または全部を第三者に再委託するこ と はできない｡ 

（ ９ ） 現地踏査 

9-1） 現地踏査による筆調査 

農用地利用計画より 具体的な変更計画が生じ た農振農用地「 約 1, 000 筆」 について、 現況

の利用状況の詳細の確認を行う ため、 受注者にて現地確認を行う こ と 。 なお、 圃場の判定に

ついては「 ①農用地の現況精査について」 に準じ た判定を行う こ と と するが、 分類さ れない

よう な事案については発注者と の協議の上決定する。  

「 ①農用地の現況精査について」  

⑴畑： 畑と し て耕作さ れている農地 

⑵田： 田と し て耕作さ れている農地 

⑶休耕（ 畑・ 田） A： 人力・ 農業用機械で草刈り 等を行う こ と により 、 直ちに耕作するこ
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と が可能と なる農地 

⑷休耕（ 畑・ 田） B： 草刈り 等では直ちに耕作するこ と はでき ないが、 基盤整備事業の実

施など農業用利用を図るための条件整備が必要と なる農地 

⑸休耕（ 畑、 田） C： 森林・ 原野化し ている等、 農地に復元し て利用するこ と が不可能な

土地 

⑹農業用施設用地： 農業用施設（ 畜舎、 たい肥舎、 集出荷施設、 農機具収納施設等） の

用に供さ れる土地 

※本調査結果については、 農振システム上にて着色し て表示でき るよう になっ ているこ

と 。  

※１ 筆内に一部耕作、 一部休耕（ 未作地） が混在し ている際は、 耕作（ 畑も し く は田）

と し て取得する。  

9-2） 農振システムへの現地調査結果の登録 

現地踏査による現地調査の結果を下記のよう に取り まと め、 報告書を作成するこ と と す

る。 下記⑺の成果については「 ①農用地の現況精査について」 の通り 、 撮影成果より 判定

する。  

⑴ 農振地区名    ⑵ 大字名     ⑶ 小字名     ⑷ 地番 

⑸ 登記地目     ⑹ 登記面積    ⑺ 農用地の現況  ⑻ 現場写真 

⑼ 周辺の耕作状況 

※⑼については、 周辺部の耕作の有無について記載する。  

（ 10） 窓口縦覧用の資料作成 

受注者は、 意見交換会用の資料と し て下記のも のを各 1 部ずつ作成するこ と と する。  

①除外・ 編入・ 用途区分変更（ 以下用変） 箇所の全体図 

※背景画像： 1/25, 000 地形図 

※作成単位： 南九州市一括 

※出図縮尺： A3 用紙に収容でき る縮尺 

※表現方法：「 除外・ 編入・ 用変箇所」 をそれぞれ「 ピンク ・ 薄緑・ 薄黄」 にて着色 

②除外・ 編入・ 用途区分変更検討箇所詳細図 

※背景画像： なし  

※作成単位： 南九州市一括 

※出図縮尺： A3 1/2, 000 

※表現方法：「 除外・ 編入・ 用変箇所」 をそれぞれ「 ピンク ・ 薄緑・ 薄黄」 にて着色 

            ＋地番表記（ その際、 周辺箇所の地番表記は「 農振農用地」 のみと す 

る）  

③除外・ 編入・ 用途区分変更検討箇所リ スト  

      ※作成単位： 除外・ 編入・ 用変箇所ごと  

      ※表現方法： 大字名・ 小字名・ 地番・ 登記地目・ 登記面積・ 理由 

（ 11） 県担当部局と の協議用資料作成 

受注者は、 県担当部局と の協議に使用する資料を用意するこ と 。  
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①除外・ 編入地番一覧表、 三段表 

②計画附図 1 式、 基礎資料附図 1 式 

      ※イ ンク ジェ ッ ト 出力で可と する。  

③協議結果のデータ 修正 

       受注者は、県担当部局から の指摘箇所について、発注者の指示を受け基礎データ を修正

するこ と と する。  

（ 12） 整備計画書の作成 

12-1） 計画書原案作成（ 変更点の調整）  

発注者・ 受注者の打合せ協議にて、 前回の計画時点の計画書を基にし 、 受注者の作業によ

り 前回の見直し より 数年が経過し たこ と による変更が必要な文章面、 統計値等を抽出、 整理

し 、 変更対象箇所の文章及び統計値（ 計画値、 推測値等） の下書き を行う 。 発注者は、 統計

値、 将来の推測値等の情報提供を行う 。  

12-2） 計画書原案の入力作成 

受注者は、 上記１ ) で作成さ れた原案を、 Mi cr osof t  Wor d 形式にてパンチ入力を行う 。  

    原案の校正は、 発注者にて必要回数行う が、 受注者はその都度 A4 サイ ズにて印刷を行ない

提出するも のと する。  

  12-3） 整備計画書の印刷製本 

     発注者の作成し た整備計画書を基に、 受注者は「 A4 無線綴じ 製本」 を行う 。 また、 製本の

ページ最後尾に図面袋（ 紙袋） を付し 、 その袋へ「 土地利用計画図」 を折り 込み収納するこ

と と する。  

（ 13） 土地利用計画図及び計画附図の作成 

13-1） 変更箇所の調整、 入力原稿図作成 

前回整備計画時点の計画附図を基にし て、 前回見直し より 数年が経過し たこ と による、 追

加が必要な事業等の整理を行う 。 受注者は、 協議に際し て、 計画附図に記載すべき各種事業

の整理を行い、 十分な説明行う も のと する。 受注者は、 発注者にて調達さ れた関連事業図面

及び、 前回整備計画時点の計画附図を基にし て、 入力原稿図を作成する。  

13-2） 土地利用計画図及び計画附図の入力 

受注者は、作成し た計画附図の入力原稿を基にし て汎用的なソ フ ト ウエアを用いて入力す

るこ と 。 基礎資料附図の校正は、 発注者にて行う が、 受注者は必要数を出力し て提出するこ

と 。  

13-3） 土地利用計画図及び計画附図・ 基礎調査附図の印刷 

     受注者は下記①～④の印刷物を作成するこ と と する。 縮尺は「 1/25, 000」 にて作成し 、 南

九州市全域を網羅でき るサイ ズで作成する。 作成仕様は下記を準拠するこ と 。  

     ① 計画附図１ 号： 土地利用計画図 

     作成仕様： 印刷にて作成する。 印刷物の色数は基本「 5 色刷り 」 と する。  

          印刷物は「 180mm×260mm 程度」 に折込み、 表面にはタ イ ト ルを印字し ておく

こ と 。  

     ② 計画附図２ 号： 農業生産基盤整備開発計画図 
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③ 計画附図３ 号： 農用地等保全整備計画図 

④ 計画附図４ 号： 農業近代化施設整備計画図 

⑤ 基礎調査附図１ 号： 農業生産基盤整備状況図 

⑥ 基礎調査附図２ 号： 農用地等保全整備状況図 

⑦ 基礎調査附図３ 号： 農業近代化施設整備状況図 

⑧ 基礎調査附図４ 号： 農村生活環境整備状況図 

作成仕様： イ ンク ジェ ッ ト 出力にて作成する。  

          出力物は「 180mm×260mm 程度」 に折込み、 表面にはタ イ ト ルを印字し ておく

こ と 。  

（ 14） 農振システムへの最新データ の更新 

受注者は確定し た結果を農振システムへ反映さ せ、 最新データ と し てシステムへセッ ト

アッ プするこ と 。 また、 見直し 期間中においても 計画の見直し を行えるよう 、 随時データ

を移行でき るよう 留意する。 なお、 本業務に係る農振システムのデータ 更新作業につい

て、 受注者は、 第三者に委託し てはなら ないこ と と する。  

 

第４ 章 システム要件及び導入 

（ 農振農用地管理システム機能要件）  

第 26 条 本業務を実施するにあたり 、 既存の農振システムを利用するも のと する。 なお、 既存の農

振システムではなく 、 同等以上の新規システムを構築・ 導入する場合、 必要な機器・ 環境等に

かかる経費はすべて受注者の負担にて行う も のと する。 農振システムの基本要件は、 下記の機

能一覧にある内容をすべて満たすこ と と する。 なお、 農振システム運用におけるサポート は第

三者に委託し てはなら ないと する。  

農振システムを基礎資料整備や計画策定業務に有効活用でき るよう 、 データ 整備が完了し た

時点で発注者の定めた端末へデータ をセッ ト アッ プすると と も に、 本業務完了後も データ の利

活用が図れるよう 整備データ の活用マニュ アルの配布や職員研修等を実施するも のと する。  

1)  農振農用地管理機能 

 分 類 機 能 名 内 容 

画面表示 
地籍筆界線の表示・ 非表示 

全筆表示・ 選択筆（ 矩形選択・ 大字選択・ 小

字選択・ 隣接筆選択・ 着色筆） のみの表示 

農振農用地地区管理 
農振農用地の地区ごと （ A-1、 B-1 等） にデー

タ 表示でき る 

縮尺設定 画面表示を 任意の縮尺で表示でき る 

描画色設定 
ラ イ ン・ テキスト ・ ポリ ゴン の表示色を 任意

に設定でき る 
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一括文字表示 
大字、 小字、 地番、 地目、 面積所有者等の図

面への表示 ※（ パスワード で管理）  

任意筆文字表示 
選択し た筆のみに大字、 小字、 地番、 地目、

面積所有者等を 表示 

要素別着色 
大字、 小字、 地目などの基本項目によ る 着色

（ 選択筆のみ可)  

特定筆限定表示 選択し た筆のみを 表示、 非表示 

大字界・ 小字界表示 大字界・ 小字界の表示、 非表示 

２ 画面分割表示 

画面を 左右に分割し 、 要素の異なる地図情報

を 並列表示さ せ、 同時にスク ロ ールさ せるこ

と ができ る 。  

背景データ の重ね合せ 
ラ スタ （ 航空写真・ 地形図等） ・ ベク タ デー

タ （ 住宅地図・ 市販地図等） の表示、 非表示 

背景画像の透過率設定 
ラ スタ （ 航空写真・ 地形図等） の透過表示設

定 

一部現況筆表示 土地の利用形態によ る一部現況表示 

登記筆表示 仮登記筆などの一時的な筆の表示 

筆界点表示 筆の構成点表示 

筆界未定地番表示 筆界未定地を +表示形式で表示 

画面分割表示 地図画面と 台帳情報等を 2 画面で表示 

検索 
大字・ 地番検索 大字と 地番によ る 土地の検索 

所有者によ る 土地検索 所有者を 検索し 、 その所有地を 選択 

筆コ ード によ る 土地検索 
筆コ ード （ ユニーク キー） の指定によ る 土地

の検索 

全体図検索 
全体図から 見たい位置を 選択する こ と で画面

移動 

条件検索 複数の条件の組み合わせによ る 検索 

シン ボル検索 

（ ラ ン ド マーク 検索）  
地図上の目標物名での検索 

筆界未定地一覧 筆界未定地を 大字と 地番によ る 検索 

計測 
距離計測 

任意点の指示によ る 、 点間・ 累計距離の計測

（ 計測結果を 保存）  
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面積測定 
多角形指定によ る 面積計算（ 計測結果を 保

存）  

座標測定 
任意点の指示によ る 、 座標値の測定（ 計測結

果を 保存）  

筆操作 
条件指定一括筆選択 

全筆、 大字・ 小字単位、 地目単位等の条件指

定によっ て筆を 一括で選択 

矩形による 筆選択 矩形指示に内包さ れる筆界の選択 

土地属性データ の表示 
所有者、 登記者や登記・ 課税地目、 各面積な

どの閲覧 

関連データ と のリ ン ク  関連し た図面、 帳票、 URL の呼び出し 機能 

土地属性データ の管理 
所有者、 登記者や登記・ 課税地目、 各面積な

どの閲覧・ 修正 

指定地番一括選択 大字・ 地番リ スト を 対象に一括で図形選択 

複数筆への一括属性設定 土地属性データ を 一括で変更 

任意指定筆への文字表示 
選択し た筆のみに地番、 地目、 面積、 所有者

等の属性情報を 表示 

任意指定筆のク リ ッ ピ ン グ 
選択し た筆のみを 画面上に切り 抜いて表示・

非表示 

分筆 
座標値入力・ マウスによ る任意座標入力での

分筆（ 土地台帳と の連携、 履歴管理可能）  

合筆 
マウス操作によ る 合筆（ 土地台帳と の連携、

履歴管理可能）  

新規筆の作成 
座標値入力・ マウスによ る任意座標入力での

筆作成（ 土地台帳と の連携、 履歴管理可能）  

筆の削除 一筆ごと 、 複数筆の同時選択によ る筆削除 

削除筆の復帰 誤っ て削除し た筆などの復帰 

字界の編集 大字・ 小字界の変更・ 新規作成 

筆界点編集 
点座標の修正、 結線変更、 構成点追加・ 削除

等 

登記筆作成 仮登記筆などの一時的な筆の作成 

筆界未定地管理 筆界未定地の一覧情報の管理 

一部現況作成 
土地を 現況に合せて自由に分合筆し 、 地目、

面積等も 変更可能 
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主題図作成 大字別着色 大字ごと に着色 

小字別着色 小字ごと に着色 

登記地目着色 登記地目ごと に着色 

現況地目着色 現況地目ごと に着色 

用途区分別着色 農振の用途区分ごと に着色 

除外・ 編入・ 用途区分変更着色 除外・ 編入・ 用途区分変更箇所ごと に着色 

指定凡例への着色 指定し た項目のみを 着色 

任意筆への着色 選択し た任意の筆のみに着色 

農振農用地内・ 白地別着色 農振農用地・ 農振白地別に着色 

色・ 塗り パタ ーンの編集 着色箇所の色・ 塗り パタ ーン を 変更でき る  

着色の透過設定 凡例着色を 透過する 

座標測定 交点計算 ２ 点、 ３ 点、 ４ 点の交点計算 

画像等から の座標測定 
指定し た画像フ ァ イ ルを 背景画像と し て表示

し て座標測定 

セキュ リ ティ  
情報開示設定 

パスワード 保護によ る、 個人ごと の情報開示

権限の管理 

編集権限設定 
パスワード 保護によ る、 個人ごと の情報編集

権限の管理 

機能禁止設定 
システムの機能を 個人ごと に禁止する （ 印刷

禁止・ フ ァ イ ル出力禁止等）  

集計 
地目別集計 

選択筆の集計結果を 基本情報＋地目別でリ ス

ト アッ プ 

個人別集計 
選択筆の集計結果を 基本情報＋個人別でリ ス

ト アッ プ 

集計項目の設定 
集計項目の基本情報と し て土地属性データ の

任意の項目を 設定 

集計内容の一覧作成 集計内容を エク セルに出力 

図形作成 ラ イ ン データ の作成・ 編集 ラ イ ンデータ の新規作成、 編集、 削除 

ポリ ゴンデータ の作成・ 編集 
ポリ ゴン データ の新規作成、 編集、 削除（ 着

色表示変更）  
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円データ の作成・ 編集 
円データ の新規作成、 編集、 削除（ 着色表示

変更）  

シン ボルデータ の作成 

（ ラ ン ド マーク の作成）  
シン ボルデータ の新規作成、 編集、 削除 

シン ボルデータ への情報設定 

（ ラ ン ド マーク への情報設定）  

シン ボルデータ へのリ ン ク 設定（ 画像・ ド キ

ュ メ ント ） ・ テキスト 入力 

図面印刷 
基本印刷 A０ ～はがき サイ ズまで自由縮尺、 自由回転 

分割印刷 
任意の図郭を 作成し 、 指定サイ ズで分割印刷

（ 自由回転可）  

印刷禁止設定 分割印刷時に不要な図葉の印刷を 禁止する  

図郭単位の連続印刷 図郭名などを 自動添付し て印刷 

大字・ 小字単位連続印刷 大字・ 小字単位で集成図の印刷 

履歴印刷 過去に印刷し た状態から の再印刷 

図面印刷管理 
出図端末特定用と し て、 図面印刷時に時間と

PC名を 印刷 

印刷プレ ビ ュ ー 指定し た印刷範囲を 出力前にプレ ビュ ー表示 

団地管理 
土地団地管理 団地ごと の集計・ 作図 

団地名によ る 検索 土地を 団地単位で操作 

帳票作成支援 農用地除外一覧表（ 地番詳細表示） 作

成機能 

システムにて設定し た除外地番の一覧表を 自

動で生成でき る  

農用地区域除外一覧表（ 地区別集計）

作成機能 

システムにて設定し た除外地番の地区別集計

一覧表を 自動で生成でき る 

農用地編入一覧表（ 地番詳細表示） 作

成機能 

システムにて設定し た編入地番の一覧表を 自

動で生成でき る  

農用地区域編入一覧表（ 地区別集計）

作成機能 

システムにて設定し た編入地番の地区別集計

一覧表を 自動で生成でき る 

農用地利用計画表作成機能 
現状、 見直し 後の農用地利用集計表を 自動で

生成でき る 

農用地区域等面積集計表作成機能 農用地区域の面積集計表を 自動で生成でき る 

農用地地区別集計表作成機能 
農用地区域の地区別面積集計表を 自動で生成

でき る 
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農用地一覧表（ 現況： 田・ 畑、 現況：

山林・ 原野等） 作成機能 

農振農用地の地番一覧表を 自動で生成でき

る 。  

農用地一覧表（ 地区別集計表） 作成機

能 

農振農用地の地番一覧表の地区別集計が自動

で生成でき る。  

フ ァ イ ル入出力 
画像フ ァ イ ル出力 BMPフ ァ イ ル等のイ メ ージデータ での出力 

ク リ ッ プボード 出力 
画面表示範囲・ 印刷イ メ ージを ク リ ッ プボー

ド へ保存する 

SHPフ ァ イ ル入出力 筆界・ 座標・ 筆情報を 入出力 

SI MAフ ァ イ ル入出力 筆界・ 座標データ を 入出力 

CSVフ ァ イ ル入出力 筆情報・ 座標等の出力 

 

 

第５ 章 成果品 

（ 成果品）  

第 27 条 本業務の成果品は以下のと おり と する。  

No 成果品名称 形式 媒体 数量 

1 不一致地番リ スト  MS_ EXCEL 形式 DVD-R 1 部 

2 農振農用地管理システムデータ  ｼｽﾃﾑﾌｧｲﾙ DVD-R 1 部 

3 
現地調査結果報告書 

（ UAV撮影）  

紙 A4 ﾊ゚ ｲﾌﾟ ﾌｧｲﾙ製本 1 部 

PDF 形式 DVD-R 1 部 

4 
現地調査結果報告書 

（ 現地踏査）  

紙 A4 ﾊ゚ ｲﾌﾟ ﾌｧｲﾙ製本 1 部 

MS_ EXCEL 形式 DVD-R 1 部 

5 
窓口縦覧用資料 

除外・ 編入・ 用途区分変更箇所の全体図 

紙 A3 紙出力 1 部 

PDF 形式 DVD-R 1 枚 

6 
窓口縦覧用資料 

除外・ 編入・ 用途区分変更検討箇所詳細図 

紙 A3 紙出力 1 部 

PDF 形式 DVD-R 1 部 

7 
窓口縦覧用資料 

除外・ 編入・ 用途区分変更検討箇所リ スト  

紙 A4 紙出力 1 部 

MS_ EXCEL 形式 DVD-R 1 部 

8 
県担当部局と の協議用資料 

除外・ 編入地番一覧表/図面、 各種集計表 

紙 A4 紙出力 1 部 

MS_ EXCEL 形式 DVD-R 1 部 

9 
県担当部局と の協議用資料 

計画附図、 基礎資料附図 

紙 A1 出力 1 部 

PDF 形式 DVD-R 1 部 
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10 
整備計画書（ 基礎資料を含む）  

※附図 1 号 土地利用計画図を収納 

紙 無線綴じ 製本印刷 
50 部 

11 

計画附図 

附図 1 号 

 土地利用計画図 

紙 A1 ｻｲｽ゙  4+1 色 50 部 

PDF 形式 DVD-R 
1 部 

12 

基礎資料附図 

附図 1 号 

 農業生産基盤整備状況図 

附図 2 号 

 農用地等保全整備状況図 

附図 3 号 

 農業近代化施設整備状況図 

附図 4 号 

農村生活環境整備状況図 

紙 A1 ｻｲｽ゙  

ｲﾝｸｼ゙ ｪｯﾄ出力 
30 部 

PDF 形式 DVD-R 1 部 

13 

計画附図 

附図 2 号 

 農業生産基盤整備計画図 

附図 3 号 

 農用地等保全整備計画図 

附図 4 号 

 農業近代化施設整備計画図 

紙 A1 ｻｲｽ゙  

ｲﾝｸｼ゙ ｪｯﾄ出力 
30 部 

PDF 形式 DVD-R 

1 部 

14 農振農用地管理システム更新データ  ｼｽﾃﾑﾌｧｲﾙ DVD-R 1 部 

 


